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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第89期 

第２四半期連結 
累計期間 

第90期 
第２四半期連結 

累計期間 
第89期 

会計期間 
自平成28年４月１日 
至平成28年９月30日 

自平成29年４月１日 
至平成29年９月30日 

自平成28年４月１日 
至平成29年３月31日 

売上高 （百万円） 51,231 57,708 106,330 

経常利益 （百万円） 868 887 1,944 

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益 
（百万円） 594 596 1,454 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 691 1,036 1,639 

純資産額 （百万円） 20,219 21,808 21,007 

総資産額 （百万円） 51,297 61,346 53,956 

１株当たり四半期（当期）純利

益金額 
（円） 55.66 55.86 136.16 

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 39.4 35.5 38.9 

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー 
（百万円） 2,225 1,896 3,037 

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー 
（百万円） △55 △203 47 

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー 
（百万円） △192 △235 △353 

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高 
（百万円） 7,687 9,900 8,442 

 

回次
第89期

第２四半期連結
会計期間

第90期
第２四半期連結

会計期間

会計期間
自平成28年７月１日
至平成28年９月30日

自平成29年７月１日
至平成29年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 30.61 26.81 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況 

 当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、個人消費は堅調に推移し、また設備投資は緩やかに上向い

てきており、着実に回復している状況となりました。 

 当社グループを取り巻く環境では、わが国の粗鋼生産量は5,203万トンと前年同期比で1.0％減となりました

が、国内自動車販売台数は前年同期比7.7％増となりました。 

 このような状況下、当社グループの当第２四半期連結累計期間の売上高は577億８百万円となり、前年同期比

で12.6％増となりましたが、販売費及び一般管理費の増加により、営業利益は８億30百万円（同0.2％減）、経

常利益は８億87百万円（同2.2％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は５億96百万円（同0.4％増）の結果

となりました。 
 
 当社グループのセグメントの業績については、「第４ 経理の状況 １．四半期連結財務諸表 注記事項」の

とおり鉄鋼販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（２）キャッシュ・フローの状況

 当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末と比

べ、14億57百万円増加し、99億円となりました。

 当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。
 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

 営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権の増加33億97百万円、たな卸資産の増加16億29百万円、法

人税等の納付３億62百万円等の資金減少がありましたが、税金等調整前四半期純利益８億87百万円、仕入債務

の増加66億73百万円により、18億96百万円の資金増加（前年同四半期は22億25百万円の資金増加）となりまし

た。
 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

 投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出１億97百万円等により、２億３百万

円の資金減少（前年同四半期は55百万円の資金減少）となりました。
 
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

 財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払２億34百万円等により、２億35百万円の資金減少（前

年同四半期は１億92百万円の資金減少）となりました。

 

（３）経営方針・経営戦略等

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更は

ありません。

 

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（５）研究開発活動

 該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 19,443,000

計 19,443,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成29年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年11月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 11,103,500 11,103,500
 名古屋証券取引所 

   市場第二部

単元株式数

100株

計 11,103,500 11,103,500 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成29年７月１日～

平成29年９月30日
－ 11,103,500 － 2,310 － 1,802
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（６）【大株主の状況】

    平成29年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社メタルワン 東京都千代田区丸の内２丁目７番２号  4,380 39.45 

日新製鋼株式会社  東京都千代田区丸の内３丁目４番１号  1,707 15.38 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行  東京都千代田区丸の内２丁目７番１号  455 4.10 

新日鐵住金株式会社  東京都千代田区丸の内２丁目６番１号  414 3.73 

株式会社愛知銀行  名古屋市中区栄３丁目14番12号  343 3.09 

BBH FOR FIDELITY PURITAN TR : 

FIDELITY SR INTRINSIC 

OPPORTUNITIES FUND 

(常任代理人 

株式会社三菱東京UFJ銀行） 

245 SUMMER STREET BOSTON, MA 02210 

U.S.A 

 (東京都千代田区丸の内2丁目7番1号） 

311 2.80 

加納光太郎 東京都練馬区  228 2.06 

株式会社中山製鋼所 大阪市大正区船町１丁目１番66号 131 1.18 

STATE STREET BANK AND TRUST 

COMPANY 505224 

(常任代理人 

株式会社みずほ銀行） 

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 

02101 U.S.A 

（東京都港区港南2丁目15番1号） 

118 1.07 

株式会社第三銀行  三重県松坂市京町510 114 1.03 

計 － 8,205 73.90 

  （注）上記のほか、自己株式が413千株あります。

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成29年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  －  － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式      413,200

（相互保有株式）

普通株式       29,700
 

－ 単元株式数100株

完全議決権株式（その他） 普通株式   10,642,900
 

106,429 同上

単元未満株式 普通株式       17,700
 

－ －

発行済株式総数 11,103,500 － －

総株主の議決権 －   －
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②【自己株式等】

平成29年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）  

株式会社カノークス

名古屋市西区那古野  

１丁目１番12号
413,200 － 413,200 3.72

（相互保有株式）  

石川技研工業株式会社

石川県白山市出合島町

1272番地１
29,700 － 29,700 0.27

計 － 442,900 － 442,900 3.99

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成29年７月１日から平

成29年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成29年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 8,442,991 9,900,400 

受取手形及び売掛金 21,473,902 ※ 23,827,655 

電子記録債権 6,511,845 7,555,786 

商品 8,089,602 9,719,286 

その他 140,398 307,709 

貸倒引当金 △2,799 △3,138 

流動資産合計 44,655,940 51,307,699 

固定資産    

有形固定資産 3,859,699 4,034,161 

無形固定資産 77,310 28,505 

投資その他の資産    

投資有価証券 5,169,742 5,777,513 

その他 179,583 187,289 

貸倒引当金 △18,985 △18,204 

投資その他の資産合計 5,330,341 5,946,598 

固定資産合計 9,267,350 10,009,264 

繰延資産 33,364 29,976 

資産合計 53,956,656 61,346,940 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 15,146,952 ※ 21,076,730 

電子記録債務 2,138,208 2,882,404 

短期借入金 8,300,000 8,300,000 

1年内返済予定の長期借入金 － 1,000,000 

未払法人税等 395,695 323,045 

賞与引当金 198,726 211,470 

その他 494,149 291,696 

流動負債合計 26,673,732 34,085,347 

固定負債    

社債 3,500,000 3,500,000 

長期借入金 1,000,000 － 

その他 1,775,375 1,953,089 

固定負債合計 6,275,375 5,453,089 

負債合計 32,949,107 39,538,436 

純資産の部    

株主資本    

資本金 2,310,000 2,310,000 

資本剰余金 1,802,656 1,802,656 

利益剰余金 14,118,350 14,479,737 

自己株式 △246,510 △246,579 

株主資本合計 17,984,496 18,345,815 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 2,416,298 2,831,611 

土地再評価差額金 799,759 799,759 

退職給付に係る調整累計額 △193,005 △168,681 

その他の包括利益累計額合計 3,023,052 3,462,689 

純資産合計 21,007,548 21,808,504 

負債純資産合計 53,956,656 61,346,940 
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（２）【四半期連結損益及び包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年９月30日) 

売上高 51,231,357 57,708,980 

売上原価 48,368,291 54,712,100 

売上総利益 2,863,066 2,996,879 

販売費及び一般管理費 ※ 2,030,471 ※ 2,166,297 

営業利益 832,594 830,582 

営業外収益    

受取利息 554 530 

受取配当金 72,470 73,239 

仕入割引 11,318 14,176 

持分法による投資利益 － 4,727 

受取賃貸料 22,723 24,121 

雑収入 16,500 15,552 

営業外収益合計 123,567 132,348 

営業外費用    

支払利息 23,377 22,517 

売上割引 28,939 30,910 

持分法による投資損失 1,287 － 

賃貸費用 14,916 13,320 

雑損失 19,024 8,460 

営業外費用合計 87,545 75,208 

経常利益 868,616 887,721 

税金等調整前四半期純利益 868,616 887,721 

法人税、住民税及び事業税 281,245 303,639 

法人税等調整額 △7,082 △12,491 

法人税等合計 274,162 291,147 

四半期純利益 594,454 596,574 

（内訳）    

親会社株主に帰属する四半期純利益 594,454 596,574 

非支配株主に帰属する四半期純利益 － － 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 83,485 414,366 

退職給付に係る調整額 13,449 24,323 

持分法適用会社に対する持分相当額 △282 946 

その他の包括利益合計 96,653 439,636 

四半期包括利益 691,107 1,036,211 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 691,107 1,036,211 

非支配株主に係る四半期包括利益 － － 
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益 868,616 887,721 

減価償却費 65,714 70,859 

社債発行費償却 3,388 3,388 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3,789 △441 

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） 22,311 17,893 

賞与引当金の増減額（△は減少） 5,231 12,744 

受取利息及び受取配当金 △73,025 △73,769 

支払利息 23,377 22,517 

持分法による投資損益（△は益） 1,287 △4,727 

売上債権の増減額（△は増加） 835,579 △3,397,693 

たな卸資産の増減額（△は増加） 2,073,472 △1,629,683 

仕入債務の増減額（△は減少） △1,467,683 6,673,974 

その他 126,728 △378,204 

小計 2,481,210 2,204,577 

利息及び配当金の受取額 73,785 77,092 

利息の支払額 △23,087 △22,645 

法人税等の支払額 △306,426 △362,363 

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,225,482 1,896,660 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △44,260 △197,796 

無形固定資産の取得による支出 △3,784 △2,129 

投資有価証券の取得による支出 △10,461 △10,595 

貸付金の回収による収入 2,573 4,138 

その他 341 2,694 

投資活動によるキャッシュ・フロー △55,591 △203,688 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

リース債務の返済による支出 － △664 

自己株式の純増減額（△は増加） △316 △68 

配当金の支払額 △192,337 △234,829 

財務活動によるキャッシュ・フロー △192,653 △235,563 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,977,236 1,457,408 

現金及び現金同等物の期首残高 5,710,326 8,442,991 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 7,687,563 ※ 9,900,400 
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

※ 四半期連結会計期間末日満期手形

 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。な

お、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半期

連結会計期間末日残高に含まれております。
 

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成29年９月30日）

受取手形 －千円 799,351千円

支払手形 － 153,719

 

（四半期連結損益及び包括利益計算書関係）

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
 前第２四半期連結累計期間
（自  平成28年４月１日

  至  平成28年９月30日）

 当第２四半期連結累計期間
（自  平成29年４月１日

  至  平成29年９月30日）

運賃諸掛 810,475千円 844,742千円

給料手当 441,293 454,402 

賞与引当金繰入額 164,915 197,547 

減価償却費 41,296 45,763 

退職給付費用 39,592 60,139 

貸倒引当金繰入額 △2,809 339 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自  平成28年４月１日
至  平成28年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成29年４月１日
至  平成29年９月30日）

現金及び預金勘定 7,687,563千円 9,900,400千円

預入期間が３か月を超える定期預金 － －

現金及び現金同等物 7,687,563 9,900,400

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年５月19日

取締役会
普通株式 192,436 18 平成28年３月31日 平成28年６月８日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

の末日後となるもの 

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年10月27日

取締役会
普通株式 160,356 15 平成28年９月30日 平成28年12月１日 利益剰余金
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Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年５月19日

取締役会
普通株式 235,187 22 平成29年３月31日 平成29年６月13日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

の末日後となるもの 

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年10月27日

取締役会
普通株式 213,805 20 平成29年９月30日 平成29年12月１日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日）

 当社グループは、鉄鋼販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 55円66銭 55円86銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
594,454 596,574

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半

期純利益金額（千円）
594,454 596,574

普通株式の期中平均株式数（株） 10,680,355 10,680,016

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

 

２【その他】

 第90期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）中間配当について、平成29年10月27日開催の取締役会にお

いて、平成29年９月30日の株主名簿に記載された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。
 

（１）中間配当による配当金の金額           213,805千円

（２）１株当たりの金額                    20円

（３）支払請求の効力発生日及び支払開始日     平成29年12月１日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 
 

平成29年11月７日
  
株式会社カノークス 

取締役会 御中 
 
 
 

有限責任監査法人トーマツ 
 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 早 川 英 孝  印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 後 藤 泰 彦  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社カノー

クスの平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成２９年７月１

日から平成２９年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２９年４月１日から平成２９年９月３０日まで）

に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社カノークス及び連結子会社の平成２９年９月３０日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

 （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

    ２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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【表紙】
 

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 東海財務局長

【提出日】 平成29年11月10日

【会社名】 株式会社カノークス

【英訳名】 ＣＡＮＯＸ ＣＯＲＰＯＲＡＴＩＯＮ

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 木下 幹夫

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 名古屋市西区那古野一丁目１番12号

【縦覧に供する場所】 株式会社カノークス東京支社

（東京都中央区日本橋本町三丁目６番２号）

株式会社カノークス関西支店

（大阪市中央区本町二丁目１番６号）

株式会社名古屋証券取引所

（名古屋市中区栄三丁目８番20号）
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１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

 当社代表取締役木下幹夫は、当社の第90期第２四半期（自平成29年７月１日 至平成29年９月30日）の四半期報告

書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

 

２【特記事項】

 特記すべき事項はありません。
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